
 平成２２年２月１６日 

独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構 

 

機構の住居手当について 
 
１．概要 

機構の定年制職員の住居手当は、国と同様の支給基準となっている。任期

制職員については、国内外から優秀な研究者等を確保するため、国際的に競

争力のある待遇を提供する観点から２に述べるとおりの基準を採用している。 

 

２．任期制職員の住居手当について 
 

① 総論 
 

世界最高水準の大学院大学を実現するという法律で定められた機構の目

標を達成するためには、優れた研究者を確保することが重要である。特に

代表研究者については、国際的に卓越した資質と能力を有する人材を獲得

する必要があり、そのためには、海外における生活環境や沖縄における生

活のニーズに配慮しつつ、国際的に競争力のある待遇を提供することが不

可欠である。 

機構の研究者は代表研究者を含め全て任期制職員であり、一定期間（任

期制であるＰＩの研究期間は５年）で世界最高水準の研究成果を出すこと

が求められており、それに対する報酬についても世界水準で考慮すること

が重要である。 
 

 ② インセンティブとしての処遇 
 

国内外の研究機関について研究者への待遇を調査した結果、国内におい

ても特に外国人に対しては、日本の生活に慣れるまでの間宿泊施設を提供

している例、また事業所内託児所を設け育児支援を行っている例があった。 

また、海外の機関においては、住宅手当、配偶者の雇用機会の提供、子

女教育への支援、住宅ローン支援等さまざまな処遇が用意されている例が

あった。 

このような機関と競い優秀な研究員を獲得していくためには、当機構に

おける業務責任、役割等を考慮したうえで、処遇を充実させることが基本

的な報酬と同様に重要と考える。 
 

 ③ 現在の処遇について 
 

(1) 家賃に対する機構負担額の根拠 
 

任期制職員の月額家賃の上限額は、先行研究開始時の 2004 年３月に研

究者の区分と住宅規模について国家公務員宿舎の例を参考として、賃貸

物件データを収集し市場相場を基に現在の家賃月額の基準を設定した経

緯がある。 

また、自己負担額については、国家公務員宿舎の例を参考に試算し、
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限度額以下では一律の自己負担額（２割）を設定し現在に至っている。 
 

【月額家賃上限額（機構負担限度額）】 

・代表研究者               200,000 円（160,000 円） 

・グループリーダー(研究員) 125,000 円（100,000 円） 

・研究員          75,000 円（ 60,000 円） 

・技術員          50,000 円（ 40,000 円） 

・研究補助員・事務員    50,000 円（ 40,000 円） 
 

(2) 沖縄県内の家賃相場との比較 

沖縄県内の家賃相場については同程度の床面積を有する外国人向け賃

貸物件(別表)を含め比較した結果、相場と当機構の設定する家賃水準に

大きな隔たりはない。 
 

(3) 他独立行政法人の支給水準との比較 

任期制職員の住居手当について、国の基準より高い支給額を定めてい

る法人としては、理化学研究所（任期制職員の家賃の月額の 1/2 相当額、

限度額は世帯用 6万円、単身用 4万円）の例がある。 
   

④ まとめ 
 

当機構においては、定年制職員に対する住居手当は国の基準に準拠して

いるが、代表研究者をはじめ任期制職員に対する手当については、世界最

高水準の教育・研究を行ううえで、国際的に卓越した資質と能力を有する

人材を獲得するため、国際的に競争力のある待遇を提供する必要があると

考え、現在の水準に設定している。特に海外との競争を考慮すると、研究

者へのインセンティブを与えるため必要な処遇と考える。 

 

（別表） 

【恩納村、沖縄市及び読谷村の外国人向け賃貸物件】 

  物件所在地 間取り 床面積 月額賃料 

1 沖縄県恩納村 3ＬＤＫ 151 ㎡ 370,000 円 

2 沖縄県恩納村 2ＬＤＫ 112 ㎡ 180,000 円 

3 沖縄県恩納村 2ＬＤＫ 110 ㎡ 110,000 円 

4 沖縄県恩納村 2ＬＤＫ 82 ㎡ 160,000 円 

5 沖縄県沖縄市 4ＬＤＫ 158 ㎡ 300,000 円 

6 沖縄県沖縄市 2ＬＤＫ 148 ㎡ 250,000 円 

7 沖縄県読谷村 4ＬＤＫ 155 ㎡ 300,000 円 

8 沖縄県読谷村 3ＬＤＫ 108 ㎡ 210,000 円 

 ＊沖縄県内の行政機関、他法人からの聞き取り、不動産業者のホームページ等を参考に作成 


